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３．化審法等の見直し



○化学物質管理規制を概観すると用途規制と環境規制に大別。

例えば化審法は、環境規制に該当し、新規化学物質の安全性審査と
有害化学物質の製造・輸入規制を実施。

○近年、以下の化学物質管理政策を巡る環境変化があり、すべての化
学物質対象とした総合的な政策への転換が必要。

化学物質管理政策化学物質管理政策化学物質管理政策化学物質管理政策のののの変化変化変化変化

１．国際動向への対応
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１．国際動向への対応
◇ＷＳＳＤ合意への対応（化学物質による著しい悪影響を２０２０年までに最小化）
◇欧州ＲＥＡＣＨ、米国ＴＳＣＡ等他国制度への戦略的な対応
◇ストックホルム条約への適確な対応

２．政策領域の拡大
◇ハザードベースの管理からリスクベース管理への一層の推進
◇化学産業だけの問題からサプライチェーン全体へ



（参考） 化学物質管理規制の外観

日本日本日本日本のののの化学物質規制体系化学物質規制体系化学物質規制体系化学物質規制体系とととと具体例具体例具体例具体例

①①①① 用途規制用途規制用途規制用途規制のののの例例例例

薬事法薬事法薬事法薬事法：：：：薬薬薬薬にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
アスピリン、塩化リゾチーム軟膏、上皮小体ホルモン製剤など

農薬取締法農薬取締法農薬取締法農薬取締法：：：：農作物農作物農作物農作物にににに使使使使うううう化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
ケイソウ土、リン化水素、硫黄など

②②②② 環境規制環境規制環境規制環境規制のののの例例例例

大気汚染防止法大気汚染防止法大気汚染防止法大気汚染防止法：：：：粉粉粉粉じんじんじんじんやばいやばいやばいやばい煙等煙等煙等煙等にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質
をををを規制規制規制規制

二酸化硫黄、一酸化窒素、ベンゼンなど

水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法：：：：海海海海やややや河川等河川等河川等河川等にににに放出放出放出放出されるされるされるされる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制

化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制するするするする法律法律法律法律はたくさんあるがはたくさんあるがはたくさんあるがはたくさんあるが、、、、大大大大きくきくきくきく分分分分けるとけるとけるとけると２２２２種類種類種類種類にににに分類分類分類分類できるできるできるできる
①人が身近な製品経由で摂取する化学物質の規制（用途規制）
②人が環境経由で影響を受ける化学物質の規制（環境規制）
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ケイソウ土、リン化水素、硫黄など

食品衛生法食品衛生法食品衛生法食品衛生法：：：：食品食品食品食品やややや食品添加物食品添加物食品添加物食品添加物にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
クエン酸、グリセリン、炭酸カルシウムなど

毒物劇物取締法毒物劇物取締法毒物劇物取締法毒物劇物取締法：：：：極極極極めてめてめてめて毒性毒性毒性毒性のののの高高高高いいいい化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
二硫化炭素、硫酸、ヒ素など

有害家庭用品規制法有害家庭用品規制法有害家庭用品規制法有害家庭用品規制法：：：：家庭用品家庭用品家庭用品家庭用品にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
家庭用洗浄剤に含有された水酸化カリウム、
家庭用接着剤や塗料に含有されたトリフェニルスズ化合物など

建築基準法建築基準法建築基準法建築基準法：：：：シックハウスシックハウスシックハウスシックハウスやアスベストやアスベストやアスベストやアスベスト被害被害被害被害のののの原因原因原因原因となるとなるとなるとなる
化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制

ホルムアルデヒド（壁紙接着剤）、石綿（アスベスト）など

労働安全衛生法労働安全衛生法労働安全衛生法労働安全衛生法：：：：労働者労働者労働者労働者にににに影響影響影響影響のあるのあるのあるのある化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
ジクロルベンジン、アクリルアミド、石綿（アスベスト）など

水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法水質汚濁防止法：：：：海海海海やややや河川等河川等河川等河川等にににに放出放出放出放出されるされるされるされる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
カドミウム化合物、ヒ素化合物、有機リン化合物など

土壌汚染対策法土壌汚染対策法土壌汚染対策法土壌汚染対策法：：：：土壌土壌土壌土壌にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
トリクロロエチレン、シアン化合物、鉛化合物など

廃棄物処理法廃棄物処理法廃棄物処理法廃棄物処理法：：：：廃棄物廃棄物廃棄物廃棄物にににに含含含含まれるまれるまれるまれる化学物質化学物質化学物質化学物質のののの廃棄物処理廃棄物処理廃棄物処理廃棄物処理
場外場外場外場外へのへのへのへの流出流出流出流出をををを規制規制規制規制

ＰＣＢ、水銀化合物、鉛化合物など

化審法化審法化審法化審法：：：：製造事業等製造事業等製造事業等製造事業等でででで環境中環境中環境中環境中にににに放出放出放出放出されるされるされるされる化学物質化学物質化学物質化学物質をををを規制規制規制規制
ＰＣＢ、ＤＤＴ、トリクロロエチレンなど

有害性情報・用途データの提供（改正後）



１．化学物質管理の政策的の変化

２．国際動向への対応
３．化審法等の見直し
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３．化審法等の見直し



○２００２年に開催されたＷＳＳＤ（環境サミット）では、「化学物質が、人
の健康と環境にもたらす著しい悪影響を最小化する方法で、使用、生
産されることを２０２０年までに達成する」と合意。

○ＷＳＳＤ目標への対応の最重要論点は、化学物質固有の危険性のみ
に着目したハザードベース管理から、環境への排出量（曝露量）を踏
まえたリスクベース管理へのシフト。

ＷＳＳＤ：２０２０年目標
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化学物質関係化学物質関係化学物質関係化学物質関係

� アジェンダアジェンダアジェンダアジェンダ２１２１２１２１をはじめとするをはじめとするをはじめとするをはじめとする化学物質化学物質化学物質化学物質とととと有害廃棄物有害廃棄物有害廃棄物有害廃棄物のののの適正適正適正適正なななな管理管理管理管理にににに
関関関関するコミットメントをするコミットメントをするコミットメントをするコミットメントを再確認再確認再確認再確認。。。。

� 化学物質化学物質化学物質化学物質のののの生産生産生産生産・・・・使用使用使用使用がががが人健康及人健康及人健康及人健康及びびびび環境環境環境環境にもたらすにもたらすにもたらすにもたらす著著著著しいしいしいしい悪影響悪影響悪影響悪影響をををを、、、、
リスクリスクリスクリスク評価評価評価評価のののの手続手続手続手続、、、、リスクリスクリスクリスク管理管理管理管理のののの手続手続手続手続をををを使使使使ってってってって、、、、リオリオリオリオ宣言第宣言第宣言第宣言第１５１５１５１５原則原則原則原則にににに
留意留意留意留意しつつしつつしつつしつつ、、、、２０２０２０２０２０２０２０２０年年年年までにまでにまでにまでに最小化最小化最小化最小化することをすることをすることをすることを目指目指目指目指すすすす。。。。

� 国際的国際的国際的国際的なななな化学物質管理化学物質管理化学物質管理化学物質管理にににに関関関関するするするする戦略的戦略的戦略的戦略的なアプローチなアプローチなアプローチなアプローチ（（（（SAICMSAICMSAICMSAICM））））をををを
２００５２００５２００５２００５年年年年までにまでにまでにまでに策定策定策定策定。。。。

2002200220022002年年年年 持続可能持続可能持続可能持続可能なななな開発開発開発開発
にににに関関関関するするするする世界首脳会議世界首脳会議世界首脳会議世界首脳会議
「アジェンダ21」の内容を実
施する上での指針としての
「ヨハネスブルグ実施計画」
採択



○ストックホルム条約は、残留性有機汚染物質（POPs: Persistent 
Organic Pollutants）から人健康及び環境を保護するため、①毒性、②
難分解性、③生態濃縮性及び④長距離移動性の性質を持つ化学物
質の製造、使用、輸出入の使用禁止、制限等を実施。

○昨年５月の締約国会議において、９物質の追加が決定。特に、
ＰＦＯＳについて、例外用途での使用が許可されることとなった。

ストックホルム条約
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◇これまで、具体的な措置が求められる物質として１２物質を指定。
（附属書Ａ：廃絶、付属書Ｂ：規制，付属書Ｃ：被意図的生成物）
（アルドリン、クロルデン、ディルドリン、エンドリン、ヘプタクロル、

ヘキサクロロベンゼン、マイレックス、トキサフェン、ポリクロロビフェニル、
ＤＤＴ、ポリクロロジベンゾダイオキシン、ポリクロロジベンゾフラン）

◇昨年５月の第４回締約国会議で、以下の９物質の追加が決定。
テトラ・ペンタブロモジフェニルエーテル、クロルデコン、ヘキサブロモビフェニル、
リンデン、α・β－ヘキサクロロシクロヘキサン、ヘキサ・ヘプタブロモジェニル
エーテル、ＰＦＯＳとその塩、ＰＦＯＳＦ、ペンタクロロベンゼン

（ＰＦＯＳについては、半導体用途等における製造・使用等の禁止の除外を規定）



○化学物質管理政策の国際的な協調を進めるべく、ＯＥＣＤに「化学品
合同会合」が設置されている。

○化学物質管理規制に必要となる試験データの相互受け入れ、高生産
化学物質の安全性データの共有化・蓄積等を実施。

ＯＥＣＤ化学品合同会合

◇化学品合同会合の目的
①ＯＥＣＤ加盟国のヒト健康と環境を保護するための化学物質管理の取組支援
②化学物質管理政策の透明性、効率性を高め、政府及び産業界の資源を節約
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②化学物質管理政策の透明性、効率性を高め、政府及び産業界の資源を節約
③化学物質、化学製品の貿易における不必要な障壁を防止

◇開催状況
本会合を２年に３回の頻度で開催するとともに、各ＷＧ等における電話会議等を開催。

議長は米国。副議長は我が国（経済産業省化学物質管理課長）等が務める。
◇下部組織
（１）テストガイドラインワーキンググループ （６）工業ナノ材料作業部会
（２）ＧＬＰワーキンググループ （７）化学品事故タスクフォース
（３）ハザード評価タスクフォース （８）ＰＲＴＲタスクフォース 等
（４）曝露評価タスクフォース
（５）分類及びラベルの調和タスクフォース



○欧州においては、2007年６月に新化学品規制”REACH”施行。特徴としては、①全て
の化学物質（新規・既存）の製造輸入者に登録義務が課せられるとともに、②電子電子電子電子・・・・
電気機器等成型品中電気機器等成型品中電気機器等成型品中電気機器等成型品中のののの化学物質化学物質化学物質化学物質についてもについてもについてもについても登録等登録等登録等登録等のののの義務義務義務義務が課せられ、③リスク評
価の主体が事業者に移され、④発発発発がんがんがんがん性物質等性物質等性物質等性物質等についてはについてはについてはについては使用等使用等使用等使用等にあたりにあたりにあたりにあたり認可認可認可認可がががが
必要必要必要必要。これにより、リスクベース管理を徹底し、２０２０年目標を達成。

欧州化学品規制“ＲＥＡＣＨ”
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○義務対象者： ＥＵ域内の製造者又は輸入車（川下ユーザー含む）、ＥＵ域外企業の指定代理人。
○義務内容：①欧州化学品庁（ＥＣＨＡ）へ化学物質（調剤成分含む）の安全性評価結果等を用いて登録。

登録者はフォーラム（SIEF）に参加し、評価のコストをシェア。
②成型品中に高懸念物質が０．１％重量比超含まれる場合は欧州化学品庁へ届出を行うと

ともに、事業者に物質情報を提供する義務。成型品中の「意図的放出物質」（ボールペン
のインク等）は登録義務。

③CMR物質等は、原則上市・使用が禁止され、その使用等に当たっては認可が必要。等
○スケジュール： ２００７年６月１日 施行（＋欧州化学品庁の発足）

２００８年６月１日～１２月１日 予備登録（※予備登録が行われれば、以下の本登録まで経過措置あり）

２０１０年１１月３０日 年間１０００トン以上の製造・輸入量等の物質の登録期限
２０１１年６月１日 成型品中の認可対象候補物質の届出開始
２０１３年５月３１日 年間１００トン以上の物質の登録期限
２０１８年５月３１日 年間１トン以上の物質の登録期限



ＲＥＡＣＨのスケジュール

物質物質物質物質にににに関関関関するスケジュールするスケジュールするスケジュールするスケジュール（（（（登録等登録等登録等登録等）））） 成形品成形品成形品成形品にににに関関関関するスケジュールするスケジュールするスケジュールするスケジュール（（（（届出等届出等届出等届出等））））

○ ２００８年６月１日以降： ＲＥＡＣＨ規則の運用開始

○ ２００８年６月１日～１２月１日： 予備登録
（※申請により登録猶予期間が得られる）

○ ２００８年１０月２８日： ＳＶＨＣ１５物質につ
いて、規則第３３条の情報伝達の義務発生

○ ２００８年１２月１日まで： 加盟国は罰則規定を定め、欧州委員会へ通知。

○ ２００９年２月以降： 物質情報交換フォーラム
（ＳＩＥＦ）活動開始 （登録に必要な物質安全性
データの共有化等の協議）

○ ２００９年３月以降：ＳＶＨＣ物質の協議・追
加 （パブリックコンサルテーション実施）

○ ２０１１年５月３１日： ＳＶＨＣの届出猶予期
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○ 認可対象物質の協議・決定

○ ２０１０年１１月３０日： 製造量又は輸入量１０００
トン／年以上の物質、１トン／年以上のＣＭＲ
（発癌性、変異原性、生殖毒性）物質、及び１００
トン／年以上の水生生物猛毒性の物質の登録
猶予期限

○ ２０１３年５月３１日： 製造量または輸入量１００ト
ン／年以上～１０００トン／年未満の物質の登
録猶予期限

○ ２０１８年５月３１日： 製造量または輸入量１トン
／年以上～１００トン／年未満の物質の登録猶
予期限

○ ２０１１年５月３１日： ＳＶＨＣの届出猶予期
限 （６ヶ月前までにリスト掲載されたもの）

○ ２０１１年６月１日以降： ＳＶＨＣについて、
リストに掲載されてから６ヶ月以内に届出



○米国では、全ての上市された化学物質のリスク評価を実施するべく、化学品規制法
“ＴＳＣＡ”の改正の動きに加え、高生産量高生産量高生産量高生産量（ＨＰＶ）（ＨＰＶ）（ＨＰＶ）（ＨＰＶ）化学物質化学物質化学物質化学物質のののの安全性情報安全性情報安全性情報安全性情報をををを企業企業企業企業のののの
協力協力協力協力のののの下収集下収集下収集下収集するプログラムするプログラムするプログラムするプログラム（ＵＳ（ＵＳ（ＵＳ（ＵＳチャレンジチャレンジチャレンジチャレンジ））））やカナダ・メキシコとの共同枠組によ
り２０２０年目標を達成する方針。

米国の対応

【【【【米国米国米国米国のののの既存化学物質対策既存化学物質対策既存化学物質対策既存化学物質対策のののの強化強化強化強化のののの取組取組取組取組】】】】

◇1998年 USチャレンジプログラム（企業の協力の
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◇1998年 USチャレンジプログラム（企業の協力の
下、高生産化学物質の安全性情報を収集、発
信）開始

◇2005年 米国化学業界が、自主的に高生産量化
学物質延長プログラムを開始

◇2007年 米、加、墨３カ国首脳が化学品規制協力
に合意（※）。米国環境庁によるUSチャレンジで
収集した安全性情報評価結果の公表開始

◇2012年までに、米国環境庁は、高生産量化学物
質のリスク評価を終了するとともに、年10t以上
化学物質の安全性情報確認を終了する予定。

※北米における安全保障と繁栄のパートナーシップ ＳＰＰ:Security and Prosperity Partnership of North America



【【【【米国米国米国米国のののの最近最近最近最近のののの動動動動きききき】】】】

◎ ０９年９月 ＥPA 化学物質管理規制改革の原則を公表
１．科学的なリスク評価手法に基づく審査
２．事業者による新規・既存化学物質の安全情報提供義務
３．子どもの健康、経済コスト、社会利益等を考慮したリスク判断の実施
４．リスク評価の優先度の設定
５．「グリーンケミストリー」（製品設計時の環境に優しい化学物質の選択）の促進及び透明
性・情報公開の強化（企業秘密要件の厳格化）

６．政策実施のコストの民間負担

◎１０年４月１５日 ＴＳＣＡ改正ドラフト案公表（上院案と下院案で若干の差異あり）◎１０年４月１５日 ＴＳＣＡ改正ドラフト案公表（上院案と下院案で若干の差異あり）
・安全基準作成のため、すべての化学物質の製造・輸入事業者、加工事業者に物性、有
害性情報、暴露情報、用途情報等のＥＰＡへの提出を義務化

・リスト化学物質 ３１物質（アスベスト、ビスフェノールＡ、ホルムアルデヒド、短鎖塩素化パラフィ
ン、水銀、カドミウム、フタル酸エステル、トリクロロエチレン、塩化ビニル等）

・リスト化学物質の新規用途利用の原則禁止
・新規化学物質及び新規用途の既存化学物質の製造前届出、ＥＰＡがリスク評価
・既存化学物質製造実績の宣言義務（宣言されないものは新規化学物質扱い）
・優先化学物質（３００物質以上）安全基準をＥＰＡが作成、エッセンシャルユースを認める
・子ども健康、実験動物減少、代替促進（グリーンケミストリー）

12



○国連環境計画（ＵＮEP)において、２００１年より地球規模での水銀汚
染に関する活動（ＵＮＥＰ水銀プログラム）を開始。

○２００９年２月に開催された第２５回ＵＮＥＰ管理理事会では、水銀によ
るリスク削減のため法的拘束力のある文書（条約）を制定すること、及
びそのための政府間交渉委員会を設置して２０１０年に交渉を開始し、
２０１３年までにのとりまとめを目指すことが決定。

水銀水銀水銀水銀にににに関関関関するするするする条約条約条約条約のののの制定制定制定制定にににに向向向向けたけたけたけた動動動動きききき

13

政府間交渉第１回会合概要

会議期間：2010年6月7日～11日
開催地：ストックホルム（スウェーデン）
主な議題
○ 事務的事項
○ 条約の制定にむけた準備（条約の目的や内容等）会合の概要
○ 議長、副議長、書記等の決定
○ 各国及び地域からステートメントが述べられ後、条約の目的及び内容等（水銀の

供給・需要・貿易の削減、水銀廃棄物の適正管理、水銀の保持、大気への排出の
削減、普及啓発、能力開発及び技術的・財政的支援等）について各国から意見。

○ 政府間交渉第２回会合について、来年１月２４日から千葉で開催。



１．化学物質管理の政策的の変化

２．国際動向への対応

３．化審法・化管法の見直し

14



○特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する法律
（化管法）は、化学物質の環境への排出量等を把握する措置（ＰＲＴＲ制度）や、その
性状や取り扱いの情報を提供する措置（ＭＳＤＳ制度）を通じて、事業者による化学
物質の自主的な管理の改善を促進する制度。

○平成２１年１１月１８日に改正政令が閣議決定され、対象物質の見直しが行われた。

○平成２２年４月１日に化管法に基づく省令の一部改正を行い、対象物質の見直しに
伴う対応やＰＲＴＲ制度に基づく届出様式の記載欄の追加、国による届出事項の集
計を効率的に行うための届出事項が記録された二次元コードの採用した。

化管法政省令の見直し
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計を効率的に行うための届出事項が記録された二次元コードの採用した。

【化管法の見直し審議会の概要】
（１）ＰＲＴＲ制度に関する課題と方向性

－対象物質：新たな有害性情報の蓄積等を踏まえて見直し
＞現行435物質(うちPRTR対象354物質)から、562物質（うちPRTR対象462物質）へ

－ＰＲＴＲデータについて、現在の開示請求方法を国による公表方式に変更。
（２）ＭＳＤＳ制度に関する課題と方向性

－ＧＨＳとの整合化の観点で、指定物質以外の危険有害な化学物質やそれらを
含有する製品（調剤や混合物）についても、事業者が自らＧＨＳ分類を行い、
有害性が一定以上あると分類された場合、ＭＳＤＳを交付する仕組みを検討。



化審法改正の概要

１．化学物質に対する関心の増大（国民の安心・安全）

２．化学物質管理に関する国際目標達成の必要性

○ ２０２０年までに、すべての化学物質による人の健康や

環境への影響を最小化。（２００２年環境サミット合意）

－ 欧州では、新規制（ＲＥＡＣＨ）が２００７年に施行。

○ 化審法（1973年制定）では、それ以降の新規化学物質

についてすべて事前審査を実施。

(1) (1) (1) (1) 既存化学物質対策既存化学物質対策既存化学物質対策既存化学物質対策

○ 既存化学物質を含むすべての化学物質について、

一定数量以上製造・輸入した事業者に対して、その

数量等の届出を新たに義務付け。

○ 国は、上記届出を受けて、詳細な安全性評価の対象

となる化学物質を、優先度を付けて絞り込む。これら

については、製造・輸入事業者に有害性情報の提出

改正改正改正改正のののの概要概要概要概要改正改正改正改正のののの背景背景背景背景・・・・必要性必要性必要性必要性

包括的な化学物質管理の実施によって、有害化学物質による人や動植物への悪影響を防止するため、化学

物質の安全性評価に係る措置を見直すとともに、国際的動向を踏まえた規制合理化のための措置等を講ずる。

についてすべて事前審査を実施。

○ 一方、法制定前の既存化学物質については、国が一

部安全性評価を行ってきたが、多くの化学物質について

の評価は未了。

３．国際条約との不整合

○ 国際条約（ストックホルム条約）で、禁止される対象物

質について、一部例外使用を認める合意がされた。

○ 現行法では、例外使用の規定が制限的であり、我が

国に必須の用途が確保できないおそれ。

については、製造・輸入事業者に有害性情報の提出

を求め、人の健康等に与える影響を段階的に評価。

○ その結果により、有害化学物質及びその含有製品を

製造・使用規制等の対象とする。

(2) (2) (2) (2) 国際的整合性国際的整合性国際的整合性国際的整合性のののの確保確保確保確保

○ 国際条約で新たに規制対象に追加される物質につ

いて、厳格な管理の下で使用できるようにする。

－ 半導体向けの用途等

1973年 化審法制定

2002年 環境サミット合意

2004年 ストックホルム条約発効

2007年 ＲＥＡＣＨ施行（欧州）

2020年 各国は安全性確認を終了
（（（（参考参考参考参考））））関連関連関連関連のののの動動動動きききき

2018年 ＲＥＡＣＨの最終登録期限 16



改正のポイント（リスクベースの管理へ移行）

暴露量有害性

化学物質固有の性状
人や環境中の生物が化学物質に

暴露される量 リスクに基づく管理

① 有害性が明確でない化学物

質についても、暴露量が多く

なることによりヒト

健康影響などが懸念される

場合に、管理対象とすること

が可能になる。

② 取り扱いや使用方法など、

暴露量を制御、管理して、リ

17

リスク＝有害性×曝露量

STEP1：スクリーニング評価（一般化学物質から優先評価化学物質を絞り込む）

化学物質の暴露量と有害性との程度を鑑み、詳細なリスク評価を行う物質を絞り込む。

※従来は、ハザード（有害性）で、絞り込んでいた（第二・三種監視化学物質）。

STEP2：リスク評価を段階的に実施（優先評価化学物質について段階的にリスク評価）

絞り込んだ物質について、段階的にリスク評価を実施して、評価の精度をあげていく。

暴露量＜有害性：リスクは懸念されない

この段階でリスクが懸念されないとなれば、絞り込む前に戻す。

STEP３：長期毒性試験の実施（優先評価化学物質に対する有害性調査指示）

STEP4：製造・輸入数量の管理等による曝露管理（第二種特定化学物質として管理）

スクの懸念をなくすことにより、

種々の化学物質の利用が可

能になる。

③ ハザード管理と同様に、強い

有害性を示す化学物質につ

いて、厳しい暴露管理をする

ことが可能。



有害性有害性有害性有害性のののの程度程度程度程度

高高高高 低低低低

スクリーニング評価・リスク評価のイメージ

リスク評価

（二次）

ス
ク
リ
ー
ニ
ン
グ
評
価

優
先
評
価
化
学
物
質

リスク評価

（一次）

第
二
種
特
定
化
学
物
質

有害性

調査指示

一
般
化
学
物
質

リスク低
リスク低

リスク低

優
先
評
価
化
学
物
質

高高高高 低低低低

高高高高

低低低低

暴
露
暴
露
暴
露
暴
露
のののの
程
度
程
度
程
度
程
度

リスクリスクリスクリスク ＝＝＝＝
有害性有害性有害性有害性

（（（（ハザードハザードハザードハザード））））
×××× 環境排出量環境排出量環境排出量環境排出量

（（（（曝露量曝露量曝露量曝露量））））
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一
般
化
学
物
質

優
先
評
価
化
学
物
質一

般
化
学
物
質

更にリスク評価を行う必

要がある化学物質に分

類

現状と変更なし

リスクが十分に低いと判断できない

リスクが十分に低いと判断できる



第一種特定化学物質に係る措置

○第一種特定化学物質が代替困難であり、人の健康又は環境への被害が生じない場

合には、エッセンシャルユースとしてその使用が認められる（要件緩和）。

○第一種特定化学物質及びその含有製品について、ラベル等による表示及び基準適

合義務が課せられる（管理の強化）。

＜政令の概要＞

・０９年５月にストックホルム条約の対象となったPFOS （ピーフォス）等の１２物質を第一種

特定化学物質に指定。

・ PFOSと呼ばれる化学物質について、半導体用のエッチング剤・レジストの製造、業務用写真

フィルムの製造用の用途を使用を認める用途として指定（エッセンシャルユースとして指定）。

・環境の汚染の防止を目的として、PFOSが使用されている半導体用のエッチング剤・レジスト、

業務用写真フィルム及び泡消火薬剤等について、取扱事業者に取扱上の基準適合義務及

び表示義務を課す製品として指定。

・上記の１２物質が含有されている製品について、輸入禁止製品として指定（メッキの表面処

理剤の添加剤、航空機用作動油等）。 19



（参考）化審法施行令の概要（その１）

（（（（１１１１））））第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質のののの追加追加追加追加

・新たにストックホルム条約の対象となった１２物質を追加指定。

（（（（２２２２））））第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質をををを含含含含んだんだんだんだ輸入禁止製品輸入禁止製品輸入禁止製品輸入禁止製品のののの追加追加追加追加

・第一種特定化学物質を含有し、環境の汚染がなされる製品の輸入を禁止する。

（PFOS等３物質について１２製品を指定。）

（（（（３３３３））））第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質のののの例外用途例外用途例外用途例外用途のののの指定指定指定指定（（（（エッセンシャルユースエッセンシャルユースエッセンシャルユースエッセンシャルユース））））

・第一種特定化学物質が製品の製造に不可欠な場合、技術上の基準及び表示義務を満たすことで、例外的に使用を認める。

（PFOSについて３用途を指定。（ただし、泡消火薬剤については製造に不可欠な用途には指定されないが、技術上の基準と表示義務が課される。））

1．．．．特定化学物質関係特定化学物質関係特定化学物質関係特定化学物質関係

（PFOSについて３用途を指定。（ただし、泡消火薬剤については製造に不可欠な用途には指定されないが、技術上の基準と表示義務が課される。））

（（（（４４４４））））第二種特定化学物質第二種特定化学物質第二種特定化学物質第二種特定化学物質をををを含含含含んだんだんだんだ製品製品製品製品のののの指定指定指定指定

・新たに、第二種特定化学物質を含んだ製品に技術上の指針の遵守が求められる。

・第二種特定化学物質を含んだ製品の取扱事業者に表示義務が課せられる。

（３物質について８製品を指定。）

・一般化学物質及び優先評価化学物質の届出を求める製造輸入数量を１トン以上（/年度/１社）と定める。

参考：施行日について（公布は２００９年１０月３０日）

・２０１０年 ４月１日 → 第一種特定化学物質の追加、エッセンシャルユースの追加、第二種特定化学物質を含んだ製品の指定

・２０１０年 ５月１日 → 輸入禁止製品の追加

・２０１０年 １０月１日→ 第一種特定化学物質・含有製品の基準適合義務及び表示義務

・２０１１年 ４月１日 → 一般化学物質・優先評価化学物質の届出

２２２２．．．．一般化学物質等一般化学物質等一般化学物質等一般化学物質等のののの届出関係届出関係届出関係届出関係

20



1．．．．第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質

①ペルフルオロ（オクタンー１－スルホン酸）（PFOS）又はその塩

②ペルフルオロ（オクタンー１－スルホニル）＝フルオリド（PFOSF）

③ペンタクロロベンゼン

④ｒ－１，ｃ－２，ｔ－３，ｃ－４，ｔ－５，ｔ－６－ヘキサクロロシクロヘキサン（別名α－ヘキサクロロシクロヘキサン）

⑤ｒ－１，ｔ－２，ｃ－３，ｔ－４，ｃ－５，ｔ－６－ヘキサクロロシクロヘキサン（別名β－ヘキサクロロシクロヘキサン）

⑥ｒ－１，ｃ－２，ｔ－３，ｃ－４，ｃ－５，ｔ－６－ヘキサクロロシクロヘキサン（別名γ－ヘキサクロロシクロヘキサン）

⑦デカクロロペンタシクロ［５．３．０．０２，６．０３，９．０４，８］デカン－５－オン（別名クロルデコン）

⑧ヘキサブロモビフェニル

⑨テトラブロモ（フェノキシベンゼン）（別名テトラブロモジフェニルエーテル）

⑩ペンタブロモ（フェノキシベンゼン）（別名ペンタブロモジフェニルエーテル）

⑪ヘキサブロモ（フェノキシベンゼン）（別名ヘキサブロモジフェニルエーテル）

⑫ヘプタブロモ（フェノキシベンゼン）（別名ヘプタブロモジフェニルエーテル）

（参考）化審法施行令の概要（その２）

２２２２．．．．輸入禁止製品輸入禁止製品輸入禁止製品輸入禁止製品

＜＜＜＜PFOS又又又又はそのはそのはそのはその塩塩塩塩＞＞＞＞

①航空機用の作動油

②糸を紡ぐために使用する油剤

③金属の加工に使用するエッチング剤

④半導体（無線機器が３メガヘルツ以上の周波数の電波を送受信することを可能とする化合物半導体を除く。）の製造に使用するエッチング剤

⑤メッキ用の表面処理剤又はその調整添加剤

⑥半導体の製造に使用する反射防止剤

⑦研磨剤

⑧消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤

⑨防虫剤（しろあり又はありの防除に用いられるものに限る。）

⑩印画紙

＜＜＜＜テトラブロモジフェニルエーテル・ペンタブロモジフェニルエーテルテトラブロモジフェニルエーテル・ペンタブロモジフェニルエーテルテトラブロモジフェニルエーテル・ペンタブロモジフェニルエーテルテトラブロモジフェニルエーテル・ペンタブロモジフェニルエーテル＞＞＞＞

①塗料

②接着剤
21



３３３３．．．．第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質のエッセンシャルユースのエッセンシャルユースのエッセンシャルユースのエッセンシャルユース

＜＜＜＜PFOS又又又又はそのはそのはそのはその塩塩塩塩＞＞＞＞

①エッチング剤（圧電フィルタ又は無線機器が３メガヘルツ以上の周波数の電波を送受信することを可能とする化合物半導体の製造に使用するも

のに限る。） の製造

②半導体用のレジストの製造

③業務用写真フィルムの製造

４４４４．．．．第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質第一種特定化学物質をををを含含含含むむむむ製品製品製品製品でででで技術上技術上技術上技術上のののの基準基準基準基準・・・・表示義務表示義務表示義務表示義務をををを満満満満たすたすたすたす必要必要必要必要のあるのあるのあるのある製品製品製品製品

＜＜＜＜PFOS又又又又はそのはそのはそのはその塩塩塩塩＞＞＞＞

①エッチング剤（圧電フィルタ又は無線機器が３メガヘルツ以上の周波数の電波を送受信することを可能とする化合物半導体の製造に使用するも

のに限る。）

②半導体用のレジスト

③業務用写真フィルム

④消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤

（参考）化審法施行令の概要（その３）

④消火器、消火器用消火薬剤及び泡消火薬剤

５５５５．．．．第二種特定化学物質第二種特定化学物質第二種特定化学物質第二種特定化学物質をををを含含含含むむむむ製品製品製品製品でででで技術上技術上技術上技術上のののの指針指針指針指針・・・・表示義務表示義務表示義務表示義務をををを満満満満たすたすたすたす必要必要必要必要のあるのあるのあるのある製品製品製品製品

＜＜＜＜トリクロロエチレントリクロロエチレントリクロロエチレントリクロロエチレン＞＞＞＞

①接着剤（動植物系のものを除く。）

②塗料（水系塗料を除く。）

③金属加工油

④洗浄剤

＜＜＜＜テトラクロロエチレンテトラクロロエチレンテトラクロロエチレンテトラクロロエチレン＞＞＞＞

①加硫剤

②接着剤（動植物系のものを除く。）

③塗料（水系塗料を除く。）

④洗浄剤

⑤繊維製品用仕上加工剤

＜＜＜＜トリブチルスズトリブチルスズトリブチルスズトリブチルスズ化合物化合物化合物化合物＞＞＞＞

①防腐剤及びかび防止剤

②塗料（貝類、藻類その他の水中の生物の付着防止用のものに限る。） 22



サプライチェーンに係る情報伝達（優先評価化学物質）

○優先評価化学物質を事業者間で譲渡する場合には、相手方事業者に対して化学物

質が優先評価化学物質であること等を伝達する努力義務を課す。

○第二種特定化学物質等及び第一種監視化学物質、優先評価化学物質について、

三省及び所管大臣は取扱事業者に対して、その取り扱いの状況の報告を求めるこ

とが出来る。

サプライチェーン中の化学物質管理

原材料メーカー

サプライチェーン

化学物質・調剤 成型品

原材料

メーカー

一次加工

メーカー

部品

メーカー

製造・輸入

（措置の例）

・製造・輸入の禁止

・製造・輸入の制限

・製造設備の改善に

よる排出量削減

・中間物の管理

（管理の例）

・使用・用途の制限

・設備の改造による使用量削減

・必要性や過剰使用の見直し

・回収率の向上、再利用の

徹底、取扱い上の対策

・代替物質への転換

使用・加工

サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

化
学
物
質
・
調
剤

成
型
品

原材料メーカー

一次加工メーカー

部品メーカー

セットメーカー

一般消費者
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